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ベアリングス・ジャパン株式会社 



               （単位：千円）

科　　目 金　　　額 科　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

417,143  13,903  

44,687  36,431  

98,101  *1 13,519  

205,930  56,190  

2,546  1,321  

*1 291,679  27,775  

17,038  336,805  

11,857  24,012  

流動資産計 1,088,984  流動負債計 509,958  

固定資産

98,413  115,156  

建物附属設備 *2 73,921  13,025  

器具備品 *2 24,491  

2,804  固定負債計 128,181  

電話加入権 1,850  638,140  

ソフトウェア 953  （純資産の部）

174,386  株主資本

長期差入保証金 2,500  *3 250,000  

預託金 300  139,087  

繰延税金資産 171,586  その他資本剰余金 139,087  

337,359  

利益準備金 62,500  

その他利益剰余金 274,859  

固定資産計 275,603  　　　繰越利益剰余金 274,859  

726,447  

資産合計 1,364,588  1,364,588  

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

未払委託調査費

その他未払金

リース債務

未収委託者報酬

その他の流動資産

未収投資助言報酬

未払法人税等

貸 借 対 照 表
第40期

(2024年12月31日現在)

負債合計

流動負債

預り金

未払手数料前払費用

流動資産

未収収益

未収運用受託報酬

未払費用

未収消費税等 賞与引当金

現金・預金

固定負債

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

負債・純資産合計

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

資本剰余金

純資産合計

資本金

利益剰余金



≪個別注記表≫ 

 

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

項 目  

1. 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

 定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物附属設備 3 年～15 年 

 器具備品 3 年～15 年 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しております。 

(3)リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定する方法によっております。 

2. 引当金の計上基準 (1)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、退職給付債務の見込額は、簡便法により計算しております。 

(2)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備えるため、当社内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

(3)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込額に基づき当期に帰属する

額を計上しております。 

3. 収益及び費用の計

上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以

下のとおりであります。 

(1)委託者報酬 

当該報酬は投資信託の信託約款に基づき日々の純資産価額を基礎として算定

し、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しております。 

(2)運用受託報酬 

対象顧客との投資一任契約に基づき月末時点の純資産価額 または日々の純

資産価額に対する一定割合として運用期間にわたり収益として認識しております。また

ファンドの運用成果に応じて受領する成功報酬は、投資一任契約のもと、報酬を受領

することが確実であり、将来返還する可能性が無いことが判明した時点で収益を認識

しております。 

(3)その他営業収益 

関係会社から受領する収益は、関係会社との契約で定められた算式に基づき月

次で認識しております。 

4. 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

2. 貸借対照表に関する注記 

*1 各科目に含まれている関係会社に対するものは以下の通りであります。 

未収収益                291,679 千円 

未払委託調査費          当該金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております 

*2 有形固定資産の減価償却累計額は以下の通りであります。 

建物附属設備          203,293 千円 

器具備品             137,590 千円 

*3 授権株式数                  12,000 株 

 議決権の総数                 5,000 個 

 

3.  当期純損失金額 

当期純損失 82,701 千円 
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